







税の算入不足は、生活保護費は 2006 年度に 64 億円余りに達したが、2011 年度には逆に 26



















調査の結果、2006 年度の生活保護費（扶助費）において、「676 団体中 354 団体で算入不足
が生じており、その累計額は 600 億円を超える。これに対し、算入過大団体は 322 団体で
あるが、算入過大額は約 93 億円に過ぎず、生活保護費（扶助費）のマクロベースの算入不
足額は 510 億円を超える」とされている1。また、児童扶養手当（扶助費）については、「657




 団体中 471 団体で算入不足が生じており、その累計額は 250 億円を超える。これに対し、

































                                                  
2 全国市長会都市財政基盤確立小委員会（2008）p.15 
3  Musgrave, R.A.（1959） 
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2006 年度から 2011 年度までの生活保護被保護実人員の推移は、表１のとおりである。人
員（総数）は年々増加しているが、2006 年度と 2011 年度の構成比をみると政令市及び中核
市の比率が大きくなっていることから、都市部においてその増加に伴う貧困・低所得者対
                                                  




また、この間の全国の生活保護費は、2006 年度の２兆 6,333 億円から 2011 年度には３兆
5,016 億円へと、全体で 1.3 倍余りも増加しており5、減少に転ずる気配はみられない。こ
れを本稿の調査分析の対象となった中核市（照会に対し回答のあった 38 市）の合計で、扶
助費の費目別にみてみると、表２のとおりである6。中核市においても、全国同様に、2006
年度と 2011 年度の比較では 1.3 倍余り増加している。費目としては医療扶助が 50％前後を
占め、それに次ぐ生活扶助と合わせると全体の８割を超えている。中核市における人口 10
万人当たりの扶助別の年間延べ人員数は、表３のとおりである。年間延べ人員数も 2006 年
























                                                  






2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
406,880 488,306 518,026 599,921 661,109 690,158
(26.5) (31.2) (31.3) (32.1) (32.7) (32.7)
221,008 213,657 241,623 282,961 296,101 312,214
(14.4) (13.6) (14.6) (15.2) (14.6) (14.8)
905,214 864,731 894,963 983,275 1,065,123 1,105,724
(59.0) (55.2) (54.1) (52.7) (52.7) (52.5)







2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
122,447,227 123,606,544 127,540,329 142,676,579 161,684,582 169,792,217
(33.7) (34.1) (33.9) (34.5) (35.3) (35.1)
44,326,493 46,495,244 49,271,212 56,032,098 63,102,003 68,140,369
(12.2) (12.8) (13.1) (13.5) (13.8) (14.1)
1,786,106 1,780,461 1,796,252 2,546,224 2,940,412 3,010,449
(0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.6) (0.6)
182,492,591 177,223,795 183,469,326 197,984,862 214,622,248 225,727,879
(50.3) (48.9) (48.8) (47.8) (46.9) (46.7)
6,720,643 7,178,846 7,604,404 8,320,629 9,068,887 9,761,565
(1.9) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0) (2.0)
1,696,401 1,862,286 1,909,261 2,380,506 2,277,605 2,443,846
(0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.5) (0.5)
3,679,630 3,928,773 4,100,962 4,108,327 4,245,822 4,330,092
(1.0) (1.1) (1.1) (1.0) (0.9) (0.9)
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7 平成 25 年版厚生労働白書資料編 
（人：％）
2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
14,674.9 14,972.1 15,311.6 15,887.1 17,364.1 19,189.2
(32.6) (32.6) (32.5) (32.5) (32.6) (32.6)
13,545.4 13,894.4 14,256.5 14,774.3 16,232.0 18,031.2
(30.1) (30.3) (30.2) (30.2) (30.5) (30.7)
1,596.7 1,590.0 1,588.6 1,578.9 1,662.8 1,771.7
(3.5) (3.5) (3.4) (3.2) (3.1) (3.0)
13,155.3 13,228.4 13,588.0 14,108.8 15,239.0 16,775.1
(29.2) (28.8) (28.8) (28.8) (28.6) (28.5)
1,708.0 1,758.6 1,943.7 2,099.4 2,248.0 2,436.2
(3.8) (3.8) (4.1) (4.3) (4.2) (4.1)
375.9 426.8 445.5 468.9 519.5 578.4
(0.8) (0.9) (0.9) (1.0) (1.0) (1.0)









2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
180,382 190,779 192,361 200,975 209,790 221,084
(18.9) (19.7) (19.8) (20.4) (20.2) (20.6)
140,140 132,651 142,984 149,963 156,162 160,915
(14.7) (13.7) (14.8) (15.2) (15.0) (15.0)
635,322 643,785 633,916 635,104 672,292 689,467
(66.5) (66.6) (65.4) (64.4) (64.8) (64.3)








 表５ 中核市 38 市児童扶養手当推移 
（千円：人：％）
2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
62,315,272 63,122,920 63,311,634 63,892,711 66,290,541 69,330,790
1,460,820 1,523,623 1,561,147 1,585,882 1,607,110 1,632,167
945,864 982,166 988,987 982,533 965,110 957,565
(64.7) (64.5) (63.4) (62.0) (60.1) (58.7)
514,956 541,457 572,160 603,349 642,000 674,602
(35.3) (35.5) (36.6) (38.0) (39.9) (41.3)























地方税 地方交付税 国庫支出金 地方債 その他 計
地方公共団体全体 35.2 17.6 14.6 13.3 19.3 100.0
都道府県 31.8 17.5 12.5 15.6 22.6 100.0
市町村 34.1 15.6 14.8 9.6 25.9 100.0
政令市 39.9 5.4 16.6 11.4 26.7 100.0
中核市 40.0 12.1 16.6 10.3 21.0 100.0
特例市 43.1 9.4 14.8 9.1 23.6 100.0
その他の市 33.1 20.8 13.8 9.9 22.4 100.0
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の 32％、法人税収の 34％、消費税収の 29．5％、たばこ税収の 25％とされている。 
地方交付税の種類は、普通交付税（交付税総額の 96％、2013 年度までは 94％、2014 年






市町村では 1,727 団体中 1,657 団体がこの交付を受けており、いわゆる不交付団体である
市町村は 70 団体に過ぎない。不交付団体の市町村の内訳は、政令市１市、中核市１市、特











 査人口や面積等である。生活保護費の場合、市における単位費用は 2011 年度においては
6,447 円、測定単位は市部人口である8。一方、児童扶養手当は社会福祉費の算定項目に含



































10 2008 年度以降の算式。2007 年度以前の算式は、扶助費の種地ごとの単価差率の反映方法
が若干異なる。 
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14 例えば、2006 年度の高知市の児童扶養手当（扶助費）の決算一般財源額（理論値）は 13














































星野（2009）は、1996 年から 2006 年までの市町村規模別の生活保護費の乖離額、乖離率
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 調査は、2012 年４月１日現在で中核市である 41 市に対して、2006 年度から 2011 年度ま
での普通交付税算出資料及び決算に基づく数値を照会し、2013 年５月末までに回答のあっ























中核市平均では 2006 年度に約１億７千万円の算入不足があったが、2011 年度には約７千
万円の算入過大に転じた。中核市全体の算入不足についても 2006 年度に 64 億円余りもの
不足であったが、2011 年度には逆に 26 億円余りの算入過大となっている。これにより、2007




                                                  
18 本文でも後述しているが、生活保護費（扶助費）の算定においては前年度の算定の精算







2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21） 2010（H22） 2011（H23）
平均算入不足額 169,952 283,284 275,176 214,515 302,835 -69,017
最大算入不足額 1,209,416 1,384,465 1,405,684 1,372,344 1,656,007 832,049
最小算入不足額 -331,094 -292,380 -422,461 -657,353 -808,485 -1,425,668
全体算入不足額 6,458,180 10,764,802 10,456,682 8,151,556 11,507,719 -2,622,630
平均算入不足率 7.7 13.5 12.5 8.6 11.2 -2.1
最大算入不足率 27.9 46.5 36.5 30.6 32.9 13.9
最小算入不足率 -12.2 -14.9 -19.3 -23.4 -24.6 -33.8
算入不足団体数 32 37 35 31 35 14















算入不足額は 2010 年度をピークに翌 2011 年度には大きく減少した。しかし、最大と最
小との間差は、2006 年度に約 15.4 億円であったものが 2010 年には約 24.6 億円にまで拡大
し、算入不足が大きく減少した 2011 年度においても約 22.6 億円の格差が生じている。  
算入不足率は 2007 年度をピークに低下していたが、2010 年度に再度上昇し、翌 2011 年
度には大きく低下した。最大と最小の間差は 2006 年度に 40.1 パーセントポイントであっ
たものが 2007 年度に 61.4 パーセントポイントに拡大し、2009 年には 54.0 パーセントポイ
ントにまで縮小したものの、2010 年には再び 57.5 パーセントポイントに拡大し、2011 年
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2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21） 2010（H22） 2011（H23）
単位費用（扶助費）（円） 4,958 4,801 4,848 5,099 5,529 6,447
国当初予算・生活保護費（億円） 20,461 19,820 20,053 20,969 22,388 26,065
国当初予算・生活保護費負担金（億円） # 20,166 19,525 19,755 20,671 22,094 25,676
単位費用（扶助費）伸び率 # 4.25% -3.17% 0.98% 5.18% 8.43% 16.60%































で除し、１を減じた数値を 100 分率で表記した。 
23 具体的には、算定年度の扶助費決算額を、扶助費ごとに地方交付税制度解説補正係数編
に示された１人当たり単価（2011 年度の例として表 14 に示している。）に算定翌年度の普
通交付税算出資料の被生活保護者数年間延べ人員（Ｎ－１年度）を乗じた額の合計で除し、
１を減じた数値を 100 分率で表記した。 






度からみると当年度の被生活保護者数となる。）を用い、脚注 22 及び 23 のように算出する
ことにより年度間のタイムラグを解消した。 
120
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 2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
標準団体被生活保
護者数超過率 -0.111 -0.063 0.110 0.113 0.134 0.174






































観測数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
算入不足率（％） 228 8.89 11.56 46.53 -33.81
標準財政規模（千円） 228 84,253,808 17,059,317 151,060,499 55,609,965
財政力指数（単年度） 228 0.810 0.207 1.921 0.435
標準団体被生活保護者数超過率（％） 228 11.92 72.46 272.85 -85.56





標準団体被生活保護者数超過率 0.013 ** (2.313)
単価超過率 0.864 *** (28.392)
2007年度ダミー 6.724 *** (6.491)
2008年度ダミー 17.303 *** (15.156)
2009年度ダミー 18.882 *** (14.848)
2010年度ダミー 20.220 *** (16.490)
2011年度ダミー 12.002 *** (9.055)
合併ダミー 0.926 (1.352)
切片 -10.736 *** (-5.474)
補正決定係数 0.848 *** (4.507)
注）数値は係数。***，**，*は，それぞれ１%，５%，10%水準での有意性を示す。括弧内はｔ値。




 図３ 生活保護費（扶助費費目別）算入額推移 

























































る。最大算入不足率は 2009 年度、平均算入不足率は 2010 年度をピークに低下してきてい
る。最大と最小の間差は 2006 年度に 12.3 パーセントポイントであったものが 2007 年度に
12.8 パーセントポイントに拡大し、2010 年度には 9.4 パーセントポイントにまで縮小した
ものの、2011 年度には再び 13.9 パーセントポイントに拡大した。しかしながら、以下の２
費目と比較すると、間差は小さい。 
住宅扶助に係る中核市全体の算入不足率の年度ごとの推移は、図７のとおりである。2010






2006 年度以降減少傾向にあったが、2010 年度に再度上昇した後、翌 2011 年度には 0.6％に
まで減少し、ほぼゼロに近づいた。最大と最小の間差は 2006 年度に 71.7 パーセントポイ
ントであったものが 2007 年度に 77.6 パーセントポイントに拡大し、2009 年度には 52.6 パ
123
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 ーセントポイントにまで縮小したものの 2010 年度は 60.3 パーセントポイントに再び拡大




































KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
 （円；％）
2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
53,226 50,309 50,801 51,410 52,821 54,402
(-5.5) (1.0) (1.2) (2.7) (3.0)
23,220 23,594 23,790 24,824 24,932 25,914
(1.6) (0.8) (4.3) (0.4) (3.9)
425,648 428,231 476,617 565,665 557,466 620,796







2006（H18）年度 2007（H19）年度 2008（H20）年度 2009（H21）年度 2010（H22）年度 2011（H23）年度
1,613 1,573 1,600 1,635 1,886 2,229
(-2.5) (1.7) (2.2) (15.4) (18.2)
636 667 684 728 829 984
(4.9) (2.5) (6.4) (13.9) (18.7)
2,493 2,345 2,342 2,490 2,560 2,937










































































                                                  
26 2010 年度の診療報酬改定、2011 年度国勢調査人口の反映も両年度が単位費用の伸び率を
下回った要因に考えられるが、医療扶助における標準団体被生活保護者数が対前年度で
2010 年度に 10.4％、2011 年度に 7.0％と伸びたことが要因であると思われる。 
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 この１％水準で有意性が求められた３費目の単価超過率の散布図を、それぞれ図９、図
10、図 11 に示す。 
 



































観測数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
算入不足率（％）
　生活扶助 228 4.24 8.33 28.96 -17.42
　住宅扶助 228 -10.22 14.14 34.81 -42.52
　医療扶助 228 30.92 36.26 170.04 -50.38
標準財政規模（千円） 228 84,253,808 17,059,317 151,060,499 55,609,965
財政力指数（単年度） 228 0.810 0.207 1.921 0.435
標準団体被生活保護者数超過率（％）
　生活扶助 228 28.53 78.24 270.33 -78.28
　住宅扶助 228 30.87 82.28 272.93 -80.43
　医療扶助 228 36.01 190.97 1361.60 -97.95
単価超過率（％）
　生活扶助 228 1.82 6.36 22.00 -17.11
　住宅扶助 228 -12.05 14.00 37.93 -41.62
　医療扶助 228 27.84 38.22 173.92 -51.56
算入不足率に対する回帰分析結果（2006－2011パネルデータ，観測値数：228）
説明変数
標準財政規模 0.000 (-0.622) 0.000 (0.512) 0.000 (-1.256)
財政力指数（単年度） -1.688 (-1.208) -2.038 (-1.550) 1.519 (0.362)
標準団体被生活保護者数超過率 0.007 ** (2.079) 0.005 * (1.851) 0.003 (0.752)
単価超過率 0.807 *** (23.037) 0.936 *** (58.458) 0.974 *** (35.553)
2007年度ダミー 2.782 *** (3.861) 1.810 *** (2.773) 8.807 *** (3.670)
2008年度ダミー 9.869 *** (13.825) 7.983 *** (12.207) 12.649 *** (4.664)
2009年度ダミー 13.178 *** (18.330) 10.942 *** (16.718) 13.961 *** (4.658)
2010年度ダミー 13.904 *** (19.153) 11.647 *** (17.493) 15.883 *** (5.484)
2011年度ダミー 5.125 *** (7.107) 4.693 *** (7.039) 7.779 ** (2.558)
合併ダミー 1.485 *** (3.344) 0.586 (1.311) 1.147 ** (0.749)
切片 -3.654 *** (-2.770) -4.538 *** (-3.459) -3.115 (-0.655)
補正決定係数 0.864 *** (3.073) 0.960 *** (2.843) 0.918 *** (10.383)
注）数値は係数。***，**，*は，それぞれ１%，５%，10%水準での有意性を示す。括弧内はｔ値。
























































するための人数調整が行われている28。例えば、表 14 に示すように、2011 年度の生活扶助
の１人当たり単価は 54,402 円で、住宅扶助の単価は 25,914 円である。ここで、生活扶助






































































生活扶助 16,392 人 1.0000 16,392 人
住宅扶助 15,192 人 0.4763 7,236 人
教育扶助 1,404 人 0.2085 293 人
医療扶助（入院分） 1,176 人 10.6775 12,557 人
医療扶助（入院外分） 12,420 人 0.7338 9,114 人
介護扶助 2,148 人 0.5337 1,146 人
その他の扶助 564 人 0.4711 266 人
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生活扶助 16,392 54,402 1.0000 16,392 891,758 54,402 891,758 0.00 0.00 0.00
住宅扶助 15,192 25,914 0.4763 7,236 393,653 25,914 393,685 0.00 0.00 0.01
医療扶助（入院） 1,176 580,876 10.6775 12,557 683,126 580,876 683,110 0.00 0.00 0.00
医療扶助（入院外） 12,420 39,920 0.7338 9,114 495,820 39,920 495,806 0.00 0.00 0.00
計 45,180 54,545 45,299 2,464,357 54,545 2,464,359 0.00 0.00 0.00
Ｂ　被生活保護者数が標準団体の２倍，実単価は標準団体と同じ
生活扶助 32,784 54,402 1.0000 32,784 1,783,515 54,402 1,783,515 100.00 0.00 0.00
住宅扶助 30,384 25,914 0.4763 14,472 787,306 25,914 787,371 100.00 0.00 0.01
医療扶助（入院） 2,352 580,876 10.6775 25,113 1,366,197 580,876 1,366,220 100.00 0.00 0.00
医療扶助（入院外） 24,840 39,920 0.7338 18,228 991,640 39,920 991,613 100.00 0.00 0.00
計 90,360 54,545 90,597 4,928,658 54,545 4,928,719 100.00 0.00 0.00
Ｃ　被生活保護者数は扶助別に異なるが全体では同じ，実単価も扶助別は異なるが全体では同じ
生活扶助 16,492 54,402 1.0000 16,492 897,198 52,443 864,895 0.61 -3.60 -3.60
住宅扶助 15,292 25,914 0.4763 7,284 396,264 25,914 396,277 0.66 0.00 0.00
医療扶助（入院） 1,076 580,876 10.6775 11,489 625,025 610,876 657,303 -8.50 5.16 5.16
医療扶助（入院外） 12,320 39,920 0.7338 9,040 491,794 39,920 491,814 -0.81 0.00 0.00
計 45,180 53,349 44,305 2,410,281 53,349 2,410,289 0.00 0.00 0.00
Ｄ　Ｃと扶助別の実単価は同じで，被生活保護者数の全体も同じだか，扶助別の被生活保護者数は異なる（単価低・数少：単価高・数多）
生活扶助 16,292 54,402 1.0000 16,292 886,317 52,443 854,406 -0.61 -3.60 -3.60
住宅扶助 15,092 25,914 0.4763 7,188 391,042 25,914 391,094 -0.66 0.00 0.01
医療扶助（入院） 1,276 580,876 10.6775 13,624 741,173 610,876 779,478 8.50 5.16 5.17
医療扶助（入院外） 12,520 39,920 0.7338 9,187 499,791 39,920 499,798 0.81 0.00 0.00
計 45,180 55,742 46,291 2,518,323 55,883 2,524,776 0.00 0.25 0.26
Ｅ　Ｃと扶助別の実単価は同じで，被生活保護者数の全体も同じだか，扶助別の被生活保護者数は異なる（単価低・数多：単価高・数少）
生活扶助 16,542 54,402 1.0000 16,542 899,918 52,443 867,517 0.92 -3.60 -3.60
住宅扶助 15,242 25,914 0.4763 7,260 394,959 25,914 394,981 0.33 0.00 0.01
医療扶助（入院） 1,026 580,876 10.6775 10,955 595,974 610,876 626,759 -12.76 5.16 5.17
医療扶助（入院外） 12,370 39,920 0.7338 9,077 493,807 39,920 493,810 -0.40 0.00 0.00
計 45,180 52,782 43,834 2,384,658 52,746 2,383,067 0.00 -0.07 -0.07
Ｆ　Ａの被生活保護者数（標準団体）でＣの実単価
生活扶助 16,392 54,402 1.0000 16,392 891,758 52,443 859,651 0.00 -3.60 -3.60
住宅扶助 15,192 25,914 0.4763 7,236 393,653 25,914 393,685 0.00 0.00 0.01
医療扶助（入院） 1,176 580,876 10.6775 12,557 683,126 610,876 718,390 0.00 5.16 5.16
医療扶助（入院外） 12,420 39,920 0.7338 9,114 495,820 39,920 495,806 0.00 0.00 0.00
計 45,180 54,545 45,299 2,464,357 54,616 2,467,532 0.00 0.13 0.13
Ｇ　Ａの被生活保護者数（標準団体）でＡの扶助別実単価（標準団体）の５％増
生活扶助 16,392 54,402 1.0000 16,392 891,758 57,122 936,345 0.00 5.00 5.00
住宅扶助 15,192 25,914 0.4763 7,236 393,653 27,210 413,370 0.00 5.00 5.01
医療扶助（入院） 1,176 580,876 10.6775 12,557 683,126 609,920 717,266 0.00 5.00 5.00
医療扶助（入院外） 12,420 39,920 0.7338 9,114 495,820 41,916 520,597 0.00 5.00 5.00
































口 10 万人当たり公営賃貸住宅数は、住宅扶助のみが有意に負であり、人口 10 万人当たり
の病床数では３費目ともに有意に負であった。 
                                                  
30 厚生労働省「生活保護制度の現状等について」2012 年５月 30 日第１回生活保護制度に関
する国と地方の協議資料３ 
31 長嶋（2011）p.100 


































































中核市における児童扶養手当（扶助費）の算定結果は表 18 のとおりとなった。 
2009 年度以降においては、中核市平均及び中核市合計で児童扶養手当についての算入不





2011 年度には再び約 5.6 億円にまで拡大している。また、算入不足率の間差も同様に 2006
年度に 49.0 パーセントポイントであったものが 2010 年度には 39.0 パーセントポイントに









観測数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
単価超過率（％）
　生活扶助 225 1.75 6.36 22.00 -17.11
　住宅扶助 225 -12.15 14.01 37.93 -41.62
　医療扶助 225 26.22 35.57 169.79 -51.56
被保護世帯１世帯当たり保護人数 225 1.40 0.10 1.65 1.14
人口10万人当たり公営賃貸住宅数 225 2,472.45 1,035.34 5,582.19 876.53





-25.535 *** (-6.166) 16.410 * (1.810) 29.020 (1.615)
人口10万人当たり公
営賃貸住宅数
0.000 (1.133) -0.003 *** (-3.067) 0.003 (1.593)
人口10万人当たり病
床数
-0.004 *** (-6.265) -0.009 *** (-5.938) -0.007 ** (-2.247)
2007年度ダミー 4.788 *** (3.820) 1.377 (0.502) -3.210 (-0.590)
2008年度ダミー 3.114 ** (2.480) 3.105 (1.129) -40.720 *** (-7.471)
2009年度ダミー 3.583 *** (2.852) 2.271 (0.826) -57.575 *** (-10.560)
2010年度ダミー 2.807 ** (2.236) 2.973 (1.082) -52.340 *** (-9.606)
2011年度ダミー -1.417 (-1.127) 0.748 (0.272) -61.491 *** (-11.268)
合併ダミー -1.032 (-1.274) -10.603 *** (-5.976) -13.151 *** (-3.740)
切片 41.484 *** (6.785) -10.161 (-0.759) 33.323 (1.256)
補正決定係数 0.294 *** (5.345) 0.302 *** (11.701) 0.575 *** (23.195)
注）数値は係数。***，**，*は，それぞれ１%，５%，10%水準での有意性を示す。括弧内はｔ値。
    補正決定係数についての括弧内は回帰式全体の標準誤差である。
生活扶助 住宅扶助 医療扶助
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2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21） 2010（H22） 2011（H23）
平均算入不足額 128,578 48,492 4,335 -9,169 -4,426 -24,769
最大算入不足額 449,031 336,477 258,595 193,124 193,970 231,841
最小算入不足額 -140,042 -232,639 -287,730 -305,261 -282,187 -330,239
全体算入不足額 4,885,948 1,842,689 164,724 -348,418 -168,186 -941,221
平均算入不足率 13.3 4.6 0.4 -0.8 -0.4 -2.0
最大算入不足率 35.1 24.6 18.3 14.2 14.9 16.7
最小算入不足率 -13.9 -21.4 -25.4 -26.6 -24.1 -26.0
算入不足団体数 30 24 20 20 20 19






































                                                  





2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21） 2010（H22） 2011（H23）
単位費用（扶助費）（円） 1,984 1,961 2,054 2,121 2,245 2,406
単位費用（扶助費）伸び率 # 181.82% -1.16% 4.74% 3.26% 5.85% 7.17%
出典：総務省の普通交付税算出資料から作成
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 より算入不足率が高くなる傾向があるのではないかと思われる。 
 
表 20 算入不足率に対する回帰分析 
記述統計
観測数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
算入不足率（％） 228 1.14 12.85 35.09 -26.61
標準財政規模（千円） 228 84,253,808 17,059,317 151,060,499 55,609,965
財政力指数（単年度） 228 0.810 0.207 1.921 0.435
標準団体支給者数超過率 228 120.1 60.2 306.0 10.4































標準財政規模 -0.000 ** (-2.474)
財政力指数（単年度） 1.946 (0.764)
標準団体支給者数超過率 0.160 *** (19.214)
単価超過率 0.957 *** (7.356)
2007年度ダミー -3.397 ** (-2.330)
2008年度ダミー -4.842 *** (-3.057)
2009年度ダミー -4.887 *** (-3.026)
2010年度ダミー -3.347 *** (-2.068)
2011年度ダミー -3.685 ** (-2.166)
合併ダミー 2.131 *** (2.894)
切片 -9.811 *** (-3.380)
補正決定係数 0.836 *** (5.208)
注）数値は係数。***，**，*は，それぞれ１%，５%，10%水準での有意性を示す。括弧内はｔ値。





観測数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
単価超過率 228 -2.9 4.2 9.3 -13.8







































全部支給者数割合 0.183 *** (6.271)
2007年度ダミー -6.190 *** (-10.369)
2008年度ダミー -7.688 *** (-12.845)
2009年度ダミー -7.867 *** (-13.043)
2010年度ダミー -7.486 *** (-12.199)
2011年度ダミー -8.198 *** (-13.141)
合併ダミー 0.803 ** (2.281)
切片 -8.323 *** (-4.291)
補正決定係数 0.619 *** (2.602)
注）数値は係数。***，**，*は，それぞれ１%，５%，10%水準での有意性を示す。括弧内はｔ値。
    補正決定係数についての括弧内は回帰式全体の標準誤差である。
児童扶養手当
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れた場合には、表７で示したように 2011 年度の生活保護費（扶助費）では中核市 38 市だ












































Musgrave, R.A.（1959）The Theory of Public Finance、 New York：McGraw Hill.  
144
KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
